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令 和 ７ 年 度 事 業 報 告 

自 令和７年４月 １日 

至 令和８年３月３１日 

 

 

Ⅰ 公益目的事業 

 

1 研究事業 

沖縄県周辺海域における船舶海難（船舶事故）の特徴と事故防止に関する調査研究 

沖縄地方は、大小多数の島々と広大な海域で構成され、物流や人流の多くを船舶輸送が

担っており、海上レジャーや漁業に伴う小型船舶の活動も活発である。 

これらの船舶が航行する沖縄本島から先島諸島にかけての海域は、台風や冬季の季節風

による風浪の影響が大きく、沿岸にはサンゴ礁による浅所が多数存在しているほか、局地

的には積乱雲の発達による天候の急変が発生しやすいことが特徴として挙げられる。 

こうした沖縄県周辺海域における特徴的な航行環境下での船舶事故の傾向について調査

を行った結果、港湾や通航路帯周辺のサンゴ礁への乗揚げや、港内において強風時に船舶

同士が衝突する事故などが多く発生している状況が抽出された。これらの船舶事故発生の

傾向を踏まえて、主な船型や海域別に共通する事故防止策を整理したうえで、船舶運航者

への注意喚起や情報入手の一助となる船舶事故防止情報資料を作成するとともに、その周

知にあたり留意すべき事項等をとりまとめた。     （委員会２回、作業部会１回） 

  

 

２ 調査事業 

(1) 港湾計画改訂等に伴う船舶航行安全対策調査研究 

  ① 志布志港長期構想（防災・安全）策定調査委託（船舶航行安全対策） 

    委託者：鹿児島県 

    期 間：令和６年１０月８日から令和７年１０月３１日まで 

    ・志布志港の港湾計画改訂における新若浜地区の新たな係留施設計画等に関し

て、船舶航行の安全性の観点から調査・検討し、航行安全対策を取りまとめた。 

（委員会２回、作業部会１回） 

  

  ② 苅田港港湾計画改訂に伴う航行安全対策検討業務委託 

    委託者：福岡県 

    期 間：令和８年１月９日から令和８年１０月３０日まで 

    ・苅田港の港湾計画改訂における新たな施設計画に関して、船舶航行の安全性の

観点から調査・検討し、航行安全対策を取りまとめるもので、令和７年度は、航

行環境を把握するための調査等を実施した。 
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(2) 海上工事に伴う船舶航行安全対策調査研究 

① 令和６年度北九州空港護岸整備に伴う航行安全対策検討業務 

    委託者：九州地方整備局 北九州港湾・空港整備事務所 

    期 間：令和７年３月１１日から令和７年９月１７日まで 

    ・北九州空港の護岸の改良工事計画について、改良工事に伴う一般航行船舶及び

工事作業船に対する航行安全対策を取りまとめた。      （委員会２回） 

  

 

② 令和７年度博多港船舶航行安全検討業務 

    委託者：九州地方整備局 博多港湾・空港整備事務所 

    期 間：令和７年１２月４日から令和８年３月２３日まで 

    ・博多港中央航路の浚渫整備計画に関し、過年に検討した浚渫範囲に追加変更が

生じたことから、現時点の工事進捗や追加変更内容を確認のうえ、既定航行安全

対策の適用について調査検討し、追加される浚渫範囲に対する航行安全対策をと

りまとめた。                    （検討部会１回） 

 

 

 

(3) 船舶大型化に伴う船舶航行安全対策調査研究   

① 宮之浦港航行安全対策業務委託 

委託者：鹿児島県 

期 間：令和７年６月２４日から令和８年３月１９日まで 

・屋久島宮之浦港の火之上山ふ頭に５万ＧＴ級客船を受け入れる計画について、入

出港及び係留の安全性を調査・検討し、航行安全対策を取りまとめた。 

（委員会３回、作業部会１回、操船シミュレータ実験１回） 

 

 

② 令和７年度港クル環湾委第１号船舶航行安全対策検討業務 

委託者：大分県 

期 間：令和７年１０月２３日から令和８年８月３１日まで 

・佐伯港女島岸壁に１２万ＧＴ級客船を受け入れる計画について、入出港及び係留

の安全性を調査・検討し、航行安全対策を取りまとめるもので、令和７年度は、基

礎検討等を実施したうえで委員会２回を開催するとともに、操船シミュレータ実験

１回を開催した。 
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３ 情報提供事業 

(1) 船舶航行安全支援業務 

①  令和６年度新門司沖航行安全管理業務（第２次） 

委託者：九州地方整備局 北九州港湾・空港整備事務所 

期 間：令和６年１２月２４日から令和７年７月３１日まで 

・新門司沖土砂処分場（Ⅱ期）護岸築造工事、地盤改良工事に伴い、工事に関する

情報、通航船舶の情報、気象、海象等に関する情報を迅速に収集し、これらの情報

を通航船舶及び工事関係者等に速やかに伝達し、通航船舶及び工事の安全を図った。 

 

  

 

② 廃棄物響灘東護岸築造における船舶安全管理業務委託（６―２） 

委託者：北九州市港湾空港局 

期 間：令和７年３月１７日から令和８年１月３０日まで 

・響灘東地区処分場整備事業の護岸築造工事に伴い、工事に関する情報、通航船舶

の情報、気象、海象等に関する情報を迅速に収集し、これらの情報を通航船舶及び

工事関係者等に速やかに伝達し、通航船舶及び工事の安全を図った。 

 

 

 

③ 令和７年度那覇港航行安全支援業務 

委託者：沖縄総合事務局那覇港湾・空港整備事務所 

期 間：令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで 

・那覇港新港ふ頭地区ふ頭再編整備事業の実施にあたり、工事に関する情報、通行

船舶の情報、気象、海象等に関する情報を迅速に収集し、安全な工事の実施のため

に情報提供を行った。 

 

 

 

④ 令和７年度関門航路整備船舶安全管理業務 

委託者：九州地方整備局 関門航路事務所 

期 間：令和７年４月１日から令和８年１月３０日まで 

・関門港大瀬戸から早鞆瀬戸地区までの浚渫工事（日明沖）及び関門鉄道トンネル

上部海底調査に伴い、工事及び調査に関する情報、通航船舶の情報、気象海象等に

関する情報を迅速に収集し、これらの情報を通航船舶及び工事等関係者に速やかに

伝達し通航船舶及び工事の安全を図った。 
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⑤ 令和７年度博多港整備船舶安全管理業務 

委託者：九州地方整備局 博多港湾・空港整備事務所 

期 間：令和７年４月１日から令和７年９月２６日まで 

・博多港（中央航路地区）航路浚渫工事に伴い、工事に関する情報、通航船舶

の情報、気象、海象等に関する情報を迅速に収集し、これらの情報を通航船舶

及び工事等関係者に速やかに伝達し通航船舶及び工事の安全を図った。 

 

 

 

⑥ 2025 年度北九州響灘洋上ウインドファーム風力発電設備建設工事に伴う航行安全

支援組織業務委託 

     委託者：ひびきウインドエナジー株式会社 

     期 間：令和７年４月１日から令和７年１０月３１日まで 

    ・北九州響灘洋上ウインドファーム建設工事に伴い、工事に関する情報、通航船 

の情報、気象、海象等に関する情報を迅速に収集し、これらの情報を通航船舶及び

工事関係者等に速やかに伝達し、通航船舶及び工事の安全を図った。 

 

 

 

⑦ 令和７年度苅田港航行安全管理業務 

    委託者：九州地方整備局 苅田港湾事務所 

    期 間：令和７年５月８日から令和７年７月３１日まで 

    ・苅田港航路浚渫工事の実施に当たり、工事に関する情報、通航船舶の情報、気象、

海象等に関する情報を迅速に収集し、安全な工事の実施のために情報提供を行った。 

 

 

 

⑧ 令和７年度新門司沖航行安全管理業務 

委託者：九州地方整備局 北九州港湾・空港整備事務所 

期 間：令和７年９月８日から令和８年９月３０日まで 

・新門司沖土砂処分場（Ⅱ期）護岸築造工事及び上部・消波工事並びに北九州空港

護岸改良築造工事に伴い、工事に関する情報、通航船舶の情報、気象、海象等に関

する情報を迅速に収集し、これらの情報を通航船舶及び工事関係者等に速やかに伝

達し、通航船舶及び工事の安全を図った。  
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(2）海難防止強調運動及び海難防止啓発活動 

 ① 海難防止強調運動の推進 

海の事故ゼロキャンペーンにおける運動方針を受け、「西日本海難防止強調運動推

進連絡会議」、「南九州海難防止強調運動推進連絡会議」及び「沖縄地方海難防止強

調運動推進連絡会議」について報告、意見照会が行われ実施計画が策定された。 

また、それぞれの地区において、海難防止啓発ポスター及び海難防止関連グッズを

作成して啓発活動を支援した。 

 

 

イ 西日本海難防止強調運動推進連絡会議 

日 時  令和７年６月４日 

場 所  リーガロイヤルホテル小倉  

 

 

ロ 南九州海難防止強調運動推進連絡会議 

日 時  令和７年５月２７日 

場 所  アクアガーデンホテル福丸  

 

 

ハ 沖縄地方海難防止強調運動推進連絡会議 

日 時  令和７年６月２０日 

場 所  九州沖縄トラック研修会館 

 

 

② 小型船安全対策の調査研究 

小型船舶の機関故障に関する安全対策の普及を図った。 

 

 

(3）講習会の実施 

① 西海防セミナーの開催 

  イ 第３０回西海防セミナー 令和７年９月１８日 

   「帝国の玄関 （門司港の形成）」 

   講師 九州国際大学 名誉教授  清水 憲一  
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ロ 第３１回西海防セミナー 令和８年２月６日 

  「響く、放送のデザイン －気象変動と暮らし－」 

  講師 ニュースキャスター  佐々木 理恵 

 

 

 

② 安全講習会の実施 

令和７年９月２６日、海上起重基幹技能者・海上起重作業管理技士更新講習会受講

者に対する安全講習を実施した。 

   

 

 

 

(4）広報活動 

① 「会報」の発行 

「会報」第２０９号から第２１２号を発行し、会員及び関係先に配布するとともに、

電子版をホームページに掲載した。 

    第２０９号では研究事業報告「志布志港における地震津波による港内漂流物の移動

解析と航行船舶に及ぼす影響に関する調査研究」の要旨、第２１０号では港湾紹介と

して「下関港 ～歴史を歩み、時代を切り拓く～」と題した下関市からの寄稿文を掲載

し、第２１１号では第３０回西海防セミナーにおける清水講師の講演の概要を、また

第２１２号では第七管区海上保安本部から「春の海を楽しむために」といった記事な

どを掲載し海難防止思想の普及を図った。 

 

 

  ② ホームページ等による情報発信 

    当会及び当会の各支援業務室のホームページで海上安全情報、海上工事に係る安全 

管理情報を掲載し、海事関係者はもとより広く社会一般に海難防止にかかる情報発信

を行った。 

 

 

③ 海事広報展示館での周知宣伝 

北九州の海の玄関口であるマリンゲートもじ２階にある同展示館では、公益社団法

人日本海洋少年団連盟及び一般財団法人サークルクラブ協会が主催する「第５３回絵

画コンクール 我ら海の子展 受賞作品展」に協力し、受賞作品の絵画を展示すると

ともに、広く一般市民に対し関門海峡における船舶による物流の重要性や航路標識の

意義など海難防止思想の普及及び周知宣伝を行った。 
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Ⅱ 収益目的事業 

 

調査事業 

① 令和７年度国家石油備蓄基地（白島基地）の機動性向上に関する航行安全対策検

討業務 

    委託者：独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構 

    期 間：令和７年６月３日から令和８年３月３１日まで 

・白島国家石油備蓄基地の機動性向上を図るための夜間着離桟及び夜間開始荷役

の実現に係る安全性を検討するもので、受入施設の概要及び航行環境の調査、操

船シミュレータ実験による評価等を基に必要な対応策の検討を行った。 

（委員会２回、操船シミュレータ実験１回） 

 

 

② 長崎県西海市江島沖洋上風力発電事業における船舶航行安全対策調査業務（事業

計画編）委託 

委託者：みらいえのしま合同会社 

    期 間：令和８年２月２７日から令和８年１０月３０日まで 

・長崎県西海市江島沖の一般海域における洋上風力発電事業計画に関して、航路

標識の視認性やレーダ影響等に関する航行安全性の調査を行うもので、令和７年

度は業務計画の立案及び基礎的な調査を行った。 

 

 

③ ひびきＬＮＧ基地バースマスター業務委託 

委託者：ひびきエル・エヌ・ジー株式会社 

期 間：令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで 

・ひびきＬＮＧ基地に入出港するＬＮＧ船のバースマスター業務（着離桟作業

タイムスケジュール作成、入港 24 時間前判定会議の開催、着桟・綱取り作業の

指導、離桟・綱放し作業の指導、出港時における操船状況の確認等の業務）及

びこれに付随する業務を行った。 

 

 

④ 2025年度石炭船・ＬＮＧ船入出港航跡等解析業務 

委託者：北九州エル・エヌ・ジー株式会社 

期 間：令和７年４月１日から令和８年３月３１日 

・北九州ＬＮＧ基地に入出港するＬＮＧ船について、入出港標準経路航行及び入

出港時の安定的な変針の定常化のため、航跡等を解析して評価、考察を行った。 
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Ⅲ 会議 

 

１ 理事会及び総会 

（1）令和７年度第１回通常理事会 

日 時  令和７年６月５日 

場 所  公益社団法人 西部海難防止協会 会議室 

       北九州市門司区港町７番８号 ＪＰ門司港ビル ３階 

出席者等  １５名（理事１３名、監事２名） 

議案審議 

第１号議案 令和６年度事業報告、附属明細書 

     第２号議案 令和６年度決算 

     第３号議案 令和６年度決算における公益目的事業会計の当期経常増減額の処分

案について 

第４号議案 令和７年度事業計画の変更 

第５号議案 令和７年度収支予算の変更（損益ベース） 

第６号議案 諸規程の改正について 

第７号議案 理事及び監事の選任について 

第８号議案 海事広報展示館館長の選任について 

第９号議案 業務運営会議構成員の委嘱について 

第１０号議案 表彰について 

正会員の退会について 

職務執行状況報告 

 

（2）令和７年度定時総会 

日 時  令和７年６月２６日 

場 所  リーガロイヤルホテル小倉 

       北九州市小倉北区浅野２－１４－２ 

出席者等  １９４名（出席者５０名、委任状４０名、書面１０４名） 

議案審議 

第１号議案 令和６年度決算について 

第２号議案 令和６年度決算における公益目的事業会計の当期経常増減額の処分

案について 

第３号議案 理事及び監事の選任について 

その他 

 令和６年度事業報告 

 令和７年度変更事業計画 

 令和７年度変更収支予算（損益ベース） 
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（3）令和７年度第２回通常理事会 

日 時  令和７年６月２６日 

場 所  リーガロイヤルホテル小倉 

       北九州市小倉北区浅野２－１４－２ 

出席者等  １８名（理事１５名、監事３名） 

議案審議 

第１号議案 代表理事及び業務執行理事の選任について 

第２号議案 副会長及び専務理事の選任について 

第３号議案 支部長の任命について 

第４号議案 会長の職務代行順序の決定について 

 

（4）令和７年度第３回通常理事会 

日 時  令和７年１０月３０日 

場 所  公益社団法人 西部海難防止協会 会議室 

       北九州市門司区港町７番８号 ＪＰ門司港ビル ３階 

出席者等  １５名（理事１２名、監事３名） 

議案審議 

第１号議案 公益財団法人日本海事センター令和８年度補助金交付申請について 

第２号議案 諸規程の改正について 

第３号議案 専門委員の委嘱について 

第４号議案 正会員の入会について 

第５号議案 表彰について 

職務執行状況報告 

 

（5）令和７年度第４回通常理事会 

日 時  令和８年２月２６日 

場 所  公益社団法人 西部海難防止協会 会議室 

       北九州市門司区港町７番８号 ＪＰ門司港ビル ３階 

出席者等  １６名（理事１３名、監事３名） 

議案審議 

第１号議案 令和８年度事業計画について 

第２号議案 令和８年度予算（損益ベース）について 

第３号議案 令和８年度定時総会の開催について 

第４号議案 銀行保証について 

第５号議案 諸規程の改正について 

正会員の退会について 
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２ 業務運営会議 

    第１回 

日 時  令和７年５月３０日 

場 所  公益社団法人 西部海難防止協会 会議室 

出席者  ９名 

① 業務報告について 

② 業務予定について 

③ 令和７年度第１回通常理事会、定時総会及び第７回通常理事会提出議案等 

  について 

 

    第２回 

日 時  令和７年１０月２３日  

場 所  公益社団法人 西部海難防止協会 会議室 

出席者  ８名 

① 業務報告について 

② 業務予定について 

③ 公益財団法人日本海事センター令和８年度補助金交付申請について 

④ 諸規程の改正について 

⑤ 専門委員の委嘱について 

⑥ 正会員の入会について 

⑦ 表彰について 

職務執行状況報告 

 

 

第３回 

日 時  令和８年２月２０日  

場 所  公益社団法人 西部海難防止協会 会議室 

出席者  ８名 

① 業務報告について 

② 業務予定について 

③ 令和８年度事業計画について 

④ 令和８年度予算（損益ベース）について 

⑤ 令和８年度定時総会の開催について 

⑥ 銀行保証について 

⑦ 諸規程の改正について 
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Ⅳ 会員の現状 

 

区 分 

令和７年４月 

会  員  数 

退         会 

会    員   数 

入         会 

会    員   数 

令 和 ８ 年 度 

予 定 会 員 数 

 

団 体 会 員  

 

２０８ 

 

     ０ 

 

 １ 

 

２０９ 

 

個 人 会 員  

 

１０ 

 

     ２ 

 

      ０ 

 

 ８ 

 

   計 

 

２１８ 

 

２ 

 

 １ 

 

２１７ 

 

  



 

－12－ 

 

 

附 属 明 細 書 

 

 令和７年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」 

第３４条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在 

しないので作成していない。 


